
番組製作会社からの回答状況

メディア別 対象社数 回答数

地上基幹放送事業者※３、４ 128社（NHK含む）
128社

（100%）

衛星系放送事業者※３、４、５ 82社 72社
（87.8%）

ケーブルテレビ事業者※６ 345社 294社
（85.2%）

回答数：510社※2

（対象社数555社 回答率91.9％、有効回答数：346社）
【参考】前回（平成30年度）調査は57 8社を対象、回答数：48 5社、回答率：8 3 .9%

団体名等 対象社数 回答数

全日本テレビ番組製作社連盟（ATP） 131社※8
58社※8  

（44.3％）

全国地域映像団体協議会 （NRA） 120社※8
84社※8

（70.0％）

日本映像事業協会（JVIG） 120社※8
37社※8

（30.8％）

日本動画協会（AJA） 52社※8
23社※8

（44.2％）

その他団体未加盟等
（民間放送年鑑2013に掲載されている番組製作会社等）

726社 100社
（13.8％）

回答数：299社※7

（対象社数1,112社 回答率26.9％、有効回答数：214社）
【参考】前回（平成3 0年度）調査は1 ,14 9社を対象、回答数：30 0社、回答率：26 .1%

回答状況 回答数の合計：８０９社（対象社数1,667社 回答率４８．５％、有効回答数：５６0社※1）
【参考】前回（平成30年度）調査は1 ,72 7社を対象、回答数：78 5社、回答率：4 5 .5 %
※1  有効回答数：回答数の合計から「今期は放送コンテンツの製作取引の実績なし」との回答２４9社を除いた回答数

※2 無記名16社を含む
※3 地上基幹放送事業者及び衛星系放送事業者は、テレビジョン放送を行う社を対象
※4 NHKは地上基幹放送事業者、放送大学学園は衛星系放送事業者として集計
※5 衛星系放送事業者は、民放連加盟及び衛放協加盟社（番組供給事業者を含む）を対象
※6 ケーブルテレビ連盟加盟社を対象

放送事業者からの回答状況
（内訳）

「放送コンテンツの製作取引適正化に関するガイドライン」
令和元年度フォローアップ調査結果のポイント（１）

調査対象社に郵送等で通知し、インターネットにて回答（令和２年2月13日発出～同年3月13日締切）。
【参考】前回（平成30 年度）調査は、書面調査であり、平成31 年1 月1 1日発出～同年2 月2 8日締切。

調査方法

※7 無記名回答12社を含む。
※8 複数の団体に加盟している番組製作会社：対象社数37社、回答数15社
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